
東北農政局 整備部 小林厚司
（平成２５年９月３日）
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地震被災地区

津波被災地区
①迫川上流

・荒砥沢ダム

②迫川上流

③河南

直轄災害復旧事業の位置図

地すべり発生
↓

貯水池へ流入

岩手県

宮城県

山形県

①定川①定川

②仙台東②仙台東

④亘理山元④亘理山元

羽鳥ダム

①荒砥沢ダム

②仙台東地区

福
島
第
一
原
子

力
発
電
所 20

km
圏

30
km
圏

福島県

２

⑤亘理・山元
（農地海岸）

⑤亘理・山元
（農地海岸）

③名取川③名取川

④白河矢吹

⑤阿武隈川上流

⑥南相馬⑥南相馬

羽鳥ダム

西郷ダム

（震災前） （震災後）

【大堀排水機場】

東北管内の直轄災害復旧事業の実施状況

地
震
被
災

①迫川上流荒砥沢ダム
（再度災害復旧）

・直轄災害復旧事業費決定（23年6月）、工事着手 (23年7月)
・代替調整池送水路復旧完了（24年3月）

②迫川上流 ・直轄災害復旧事業費決定（23年9月）、工事着手（23年12月）
・パイプライン、揚水機場、頭首工復旧完了（24年3月）

③河南
・開水路等復旧工事着手（24年1月）
・開水路、揚水機場復旧工事完了（25年3月）

災
地
区

④白川矢吹
・パイプライン（23年7月）、羽鳥ダム復旧工事着手（23年9月）
・羽鳥盛立完了（24年1月）、パイプライン通水再開（24年5月）
・パイプライン復旧工事完了（25年3月）、復旧完了（25年3月）

⑤阿武隈川上流
・工事用道路工事着手（24年1月）、完了（24年5月）
・西郷ダム復旧工事着手（24年4月）、完了（25年3月）
・復旧完了（25年3月）

津

①定川

・水路内のガレキ撤去、排水機場の応急仮復旧工事完了
・直轄特定災害復旧事業計画決定（24年2月）
・排水機場復旧工事着手（24年6月）

②仙台東（特定代行：施設
・排水機場及び排水路応急仮復旧工事着手（23年11月）
・除塩 農地復旧工事着手（24年1月） 500haで営農再開（24年5月）津

波
被
災
地
区

②仙台東（特定代行：施設、
農用地、除塩、関連区画整理）

・除塩、農地復旧工事着手（24年1月）、500haで営農再開（24年5月）
除塩、農地復旧工事実施中1400ha、うち900haで25年営農再開

・排水路復旧工事着手（24年8月）、排水機上復旧工事着手（24年11月）

③名取川
・水路内のガレキ撤去、排水機場の応急仮復旧工事完了
・直轄特定災害復旧事業計画決定（23年12月）
・排水路復旧工事着手（24年3月）、排水機場復旧工事着手（24年10月）

⑤亘理・山元農地海岸
（特定代行：農地海岸）

・応急仮堤防（盛土TP5.0m）完成（23年9月）
・農地海岸堤防特定災害復旧事業計画決定（23年12月）
・堤防復旧工事着手（24年3月）、防潮水門復旧工事着手（24年8月）

⑥南相馬 ・３排水機場の緊急応急工事着手（24年11月）、完了（25年3月）
・直轄特定災害復旧事業計画決定（25年4月） ３



農業用施設の復旧

ポ プ ＜ガ キ撤去＞ 流水断 確保

【応急復旧】

・内水排除
・流水断面の確保

＜応急ポンプ設置＞ ＜ガレキ撤去＞＜流水断面の確保＞

＜ポンプのオーバーホール＞ ＜原動機の更新＞

【仮 復 旧】
・内水排除
・梅雨期、台風期に

備える

４

＜地盤沈下を考慮した
新機場の建設 ＞

＜排水路の復旧＞

【本 復 旧】

・地盤沈下を考慮
した復旧

農地の復旧

【ガレキ処理
ヘドロ除去】

ガ

【農地の復旧】

＜ガレキ除去＞ ＜ヘドロ除去＞

＜区画の整形・農地の復旧＞ ＜除 塩＞

・上流部、用水手当
が可能なところか
ら復旧

【営農再開】

５＜田植え＞ ＜収 穫＞

・除塩が終了した所
から、営農再開



農地海岸の復旧

【仮締切り堤の設置】

・破堤部分の
応急復旧盛土

大型
土のう

TP+2.0m

＜堤防の被災＞ ＜仮締切り堤防設置＞

【応急仮堤防の設置】

＜応急仮堤防＞

・台風期の波浪への
対応盛土

TP+5.0m B=3.0m

【本 復 旧】

６

本堤応急仮堤防 ＜本復旧＞

・発生頻度の高い津波・
高潮へ対応

・洗掘防止対策（緩勾配、
裏法尻部の地盤改良）盛土

TP+7.2m B=4.0m

地盤改良

津波被災を踏まえた復旧の取り組み

＜関係機関による情報の共有化＞

○「震災復旧・復興全体連絡会」の定期的な開催
・関係機関（市、県、農政局）が集まり、復旧・復興に向けた取り組み状況など

について情報を共有

＜排水機場の取り組み＞＜排水機場の取り組み＞

○減災対策
・外開き鉄扉の設置
・山側にシャッターや窓を設置
・電気室や窓を上部に設置

○維持管理費低減対策
・屋根形式を切妻屋根にする
・ポンプ材質・品質向上（弁体・主軸のSUS化）

地　　区 被災前 被災後 増加割合

仙台東地区 19.05m3/sec 36.65m3/sec 192%

名取川地区 32.75m3/sec 39.35m3/sec 120%

亘理山元地区 5.40m3/sec 8.09m3/sec 150%

南相馬地区 47.67m3/sec 66.45m3/sec 139%

○地盤沈下に伴い排水量を変更

７

ポンプ材質 品質向上（弁体 主軸のSUS化）
・ポンプの運転効率向上のために遊水池を設置

＜農地復旧の取り組み＞

○表土の不足対策
・微細ガレキが含まれた土をふるい分け

して表土として利用
・防災集団移転予定地から表土を流用
・（更に不足分を）購入土で対応

＜海岸堤防の取り組み＞

○洗掘防止対策
・緩勾配 ・裏法尻部の地盤改良



８

営農再開の実績と見通し

23 24 25 26
その他

小計
避難指

転用
（見込 計

約１２，６００ｈａで営農再開
（青森県の80ha含む）

◎地元合意を踏まえた、大区
画化等の取り組みを推進

23
年度

24
年度

25
年度

26
年度

小計
避難指
示区域

※３

（見込
み含
む）※４

計大区画
化等※１

被害甚
大等※２

岩手県 10 100 150 160 80 220 720 0 10 730

宮城県 1,220 5,450 4,240 1,560 970 490 13,930 0 410 14,340

福島県 60 400 890 510 1,080 0 2,940 2,120 400 5,460

青森・茨城・
千葉県

810 140 ‐ ‐ ‐ ‐ 950 ‐ ‐ 950

計 8,190 5,280 2,230 2,130 710 18,540 2,120 820 21,480

（全体に対
する割合）

38% 25% 10% 10% 3% 86% 10% 4% 100%

（小計に対
する割合）

85% 11% 4% 100% ‐ ‐ ‐

９
今後、約１７，７００ｈａで営農再開

（青森県の80ha含む）



災害復旧事業（例１）：仙台東地区（津波被害地区）

Ｐ

【排水路の復旧】

Ｐ

Ｐ

Ｐ

仙台東地区
【農地の復旧】

ガレキ除去

【排水機場の復旧】

排水機場の仮復旧Ｐ

Ｐ

Ｈ２５営農再開区域 900ha

Ｈ２４まで営農再開済み 500ha

Ｈ２６以降営農再開区域 400ha

農地復旧(営農再開)

１０
弾丸暗渠・除塩

堆積土除去

排 機

ほ場整備事業計画（災害関連区画整理事業）の概要

○事業目的
・農用地の利用集積及び国土保全
・再度災害の防止
・農業経営の安定

「攻めの
農林水産業」

を支援農
を目的とする。

ほ場整備前 ほ場整備後

を支援

【実施状況】
・土地改良法手続きが

H25年６月２２日に完了
・今後、区画整理工事に着手

≪整備イメージ図≫ １１



Ｐ

Ｐ

災害復旧事業（例２）：名取川地区（津波被害地区）

被災農地（名取市）

農地復旧工

畦畔復旧

閖上排水機場

Ｐ

Ｐ

Ｐ

三軒茶屋排水機場

除塩対策工

均平整地

営農再開

基礎杭打設状況
（中堀工法）

三軒茶屋排水機場

地表排水工事 地下排水工事

田起し 湛水・排水 １２

農地復旧（営農再開）
うち名取市・岩沼市 名取市 岩沼市

津波被災農地 1,670ha 1,250ha

H24迄営農再開済み 1,050ha 510ha

H25営農再開区域 270ha 430ha

H26以降営農再開区域 350ha 310ha

災害復旧事業(例３)：亘理山元地区(津波被害地区)

落し堀排水路 （H25.2.1現在）

鋼矢板

Ｐ Ｐ

Ｐ

Ｐ
Ｐ

(H25.2.25現在)

建築工事中

山下第８揚水機場

Ｐ

Ｐ

Ｐ

Ｐ

１３

うち亘理町・山元町 亘理町 山元町

津波被災農地 2,050ha 1,420ha

H24迄営農再開済み 1,000ha 310ha

H25営農再開区域 　720ha 690ha

H26以降営農再開区域   330ha 420ha

農地復旧（営農再開）

護岸復旧

営農再開

田植えされた水田



災害復旧事業（例４）：白河矢吹地区(地震被害地区)

１．地震直後の被災状況 ２．被災した管路の掘削状況

３．管路の布設替え状況 ４．復旧完了状況

白河矢吹地区

パイプラインが浮上 コンクリート構造物が傾く

３．管材を砕石で埋め戻し

コンクリート構造物
の改修完了

１４◎農業用水の安定供給へ

施工前

災害復旧事業（例５）：白河矢吹地区(羽鳥ダム)

羽鳥ダム

白河矢吹地区

下流腹付盛土

復旧盛土

撤去部分

■沈下・亀裂の範囲を撤去し、
再度盛立を行いました。

湧水箇所

施工後

復旧盛土

緩んでいる箇所

■積ブロック（波返し）を撤
去し、下流に盛土を行い安定
した構造で復旧しました。

１５



１６

避難指示区域の見直し

避難指示区域

◎避難指示区域の見直しに伴い、営農再開に向け
た動き

◎農地・農業用施設の復旧に向けて国が支援

・H23年12月
冷温停止状態
の確認

↓

H23年4月29日時点の線量分布 １７

・避難指示区域
の見直しを開
始

H25年８月８日時点



直轄特定災害復旧事業「南相馬地区」の復旧

放射線量が低い 避難指示解除準備区域

○震災により、農地・農業用施設が壊滅
的被害

○被害が小さい３排水機場を応急復旧

南相馬地区

太田川
小浜排水機場

小沢排水機場

○被害が小さい３排水機場を応急復旧

○調査・排水解析を行い、Ｈ２５年４月
から事業着工
全部で７排水機場を本格復旧

○台風期に備え、必要な応急ポンプ台数
を確保

H25年８月８日時点

井田川

：津波被災範囲

谷地排水機場

塚原第二排水機場

村上排水機場

村上第二排水機場

福浦南部排水機場

小高排水機場

：湛水範囲（H24.5月現在）

：応急復旧対応

農地の湛水状況

＜福浦南部排水機場＞

ポンプ設備の損壊

１８

B監査廊

「国営請戸川地区」の復旧に向けた動き

請戸川地区

開削調査状況

≪大柿ダムの調査≫

上流地覆付近の陥没
震源方向

（≒１９０km）

大柿ダム堤頂部断面図

地震前の形状

地震後の形状

3層別沈下計管頭確認状況

上流斜面のボーリング
調査状況

１９

◎今後、直轄災害復旧事業を実
施予定

地震後の形状



農地除染対策実証事業

○様々な現地条件において工事実施レベルで検証
（除染技術の実証、除染効果等の検証、作業手順等の検証、

施工管理・安全管理の検証、歩係調査等）

○現地で提供可能な対策工法の確立

草野向押地区

小宮地区

長泥地区
山木屋

細田地区

山木屋
日向地区・５箇所で実施

○現地で提供可能な対策工法の確立

≪農地除染による２つの側面≫
・空間線量率の低減（周辺住民への影響を低減）
・安全な農産物の生産（セシウム濃度の低減）

H25年８月８日時点

・技術書として取りまとめ

・営農再開
・ふるさとへの帰還
・除染対策の着実な推進 ２０

事前調査（放射性物質の分布状況）

空
間
線
量
率
の

地表1mの測定状況

大半の農地では

表面から３ｃｍの深さに約９０％の

土
壌
濃
度
の
計
測

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0‐3cm

3‐5cm

5‐10cm

深
さ 87.1%

7.4%

4 2%

◆小宮地区

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0‐3cm

3‐5cm

5 10cm

深
さ 89.4%

6.5%
2 9%

◆草野向押地区

の
測
定

表面から３ｃｍの深さに約９０％の

放射性物質が存在

測

Ge半導体検出器

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0‐3cm

3‐5cm

5‐10cm

10‐15cm

深
さ

87.5%
9.1%

2.7%

0.7%

◆長泥地区

5 10cm

10‐15cm

4.2%

1.2%

5‐10cm

10‐15cm

2.9%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0‐3cm

3‐5cm

5‐10cm

10‐15cm

深
さ

78.6%
10.4%

8.8%

2.3%

◆山木屋細田地区
0% 20% 40% 60% 80% 100%

0‐3cm

3‐5cm

5‐10cm

10‐15cm

深
さ

87.2%
7.5%

4.7%

0.6%

◆山木屋日向地区

２１



除染の実施と効果

スクリューコンベア
による表土詰め込み

（１）表土剥ぎ取り ・多量の廃棄土が発生。

・廃棄土は仮置場が造成される
までの間、仮仮置場に保管。

バックホウによる
表土削り取り状況

地区名
面積
(ha)

測定箇
所数

最低削り
取り厚さ
（cm）

作土層のセシウム濃度 空間線量

施工前
(Bq/kg)

施工後
(Bq/kg)

低減率
(%)

施工前
(μSv/h)

施工後
(μSv/h)

低減率
(%)

長泥 11 119 5 19,650 1,730 91 8.72 2.29  74

・作土層中セシウム濃度８～９割減
・地表１ｍの空間線量率６～８割減

小宮 12 112 3 10,210 1,210 88 5.16 1.25 76

草野向押 7 72 3 9,890 990 90 4.20 0.85 80

山木屋細田 5 59 3 5,200 750 86 2.15 0.76 65

山木屋日向 5 46 3 4,120 570 86 2.17 0.67 69
２２

プラウによる反転耕 反転耕された土壌
・作土層中セシウム濃度６割減
・地表１ｍの空間線量率３割減

（２）反転耕 ・放射性物質が付着した表層土
を土壌下層に反転。

・廃棄土を発生させないメリッ
トがある。

地区名
面積
(ha)

測定箇所
数

作土層のセシウム濃度 空間線量率

施工前
(Bq/kg)

施工後
(Bq/kg)

低減率(%)
施工前

(μSv/h)
施工後

(μSv/h)
低減率(%)

草野向押 0.6 6 1,173 508 57 0.80 0.55 31

（３）水による土壌攪拌・除去 ・土壌攪拌後、濁水を農地外へ
搬出し、水と泥を分離。

・分離した土壌のみが廃棄土と

土壌撹拌状況
オイルフェンスに
よる濁水排水状況

沈砂タンクによる
水、泥分離状況

地区名
面積
(ha)

施工前の作土層の
濃度(Bq/kg)

排出土層の
重量（t）

排出土層の濃
度(Bq/kg)

施工後の作土層の
濃度（推定）

(Bq/kg)

低減率
（推定 %)

草野向押 0.6 870 9.7 7,130 793 9

・セシウム濃度１割減

２３

なる。
・複雑な工程となるが、廃棄土
量を減らすことが可能。



「ため池等汚染拡散防止対策実証事業」

①取水位置の変更（表層取水）

底質Ｃｓ

濁水を含まない表層から取水

浮遊粒子に付着したＣｓ

○モニタリング調査の実施
○対策技術の検証と技術確立
○有識者による委員会の設置

年度 タ グ 査

②底質の巻き上がり防止措置

底質Ｃｓ

フェンス

固化・被覆

浮遊粒子に付着したＣｓ

③ 流入・流出部、水路での捕捉

H25年度 モニタリング調査
（約１，８００箇所で実施）

汚染の実態、分布の把握
対策実証

２４

底質Ｃｓ

③

沈殿槽、
ろ過施設 沈殿槽、

ろ過施設凡例

避難指示区域内調査

昨年度からの継続調査箇所

※調査：国と県が連携して実施

Ｈ２４年度調査結果

○ため池貯留水中の放射性セシウム調査結果
９３箇所のため池で調査（３回調査を実施）
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・ほとんどのため池
で検出限界値未満

・ろ過後は検出限界値未満

２５
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「福島農業基盤復旧再生調査」

○市町村が行う、農地・農業用施設の災害復旧事業を支援
↓

災害査定が受けられるように支援

生
活
基
盤
の
再
建
に

農
業
イ
ン
フ

福
島
の

①農地・農業用施設等の被災状況調査
 農地・農業用施設や農村集落の被災状況調査 等

②農業基盤の復旧・整備方針の検討
 除染の工程を考慮した復旧・整備方針の検討
 施設の整備水準の検討
 区域設定に伴う土地利用・用水系統再編の検討
 再生可能エネルギーの導入可能性の検討 等

③農業基盤整備に必要な計画の策定
 用排水施設復旧整備計画、区画整理計画 等

被災状況調査、農業基盤の復旧計画の策定

に
資
す
る

フ
ラ
の
復
旧
・
整
備

の
再
生

２６

連携・調整

関係機関 除染の工程 区域指定

Ｈ２５年度調査予定

農地 ため池 頭首工 機場 開水路 管水路

1,308ha 147箇所 3箇所 11箇所※ 33.0km 10.1km

※用水機場９箇所
排水機場２箇所

○調査対象予定：１１市町村で避難指示区域内の農地・農業用施設

排水機場２箇所

２７



農地除染とほ場整備の一体施工

○仮設工事の重複が排除され、コスト縮減に繋がる

○全体の工期短縮が期待される

○Ｈ２５年度からモデル的に実施予定

山木屋地区
（川俣町）

喜久田地区の事例

喜久田地区
（郡山市）

汚染状況重
点調査地域

◎区画が不正形な水田を農地除染
とほ場整備を一体的に施工する
ことによって左側のような区画
に整形します。 ２８

〒９８０－００１４ 仙台市青葉区本町３丁目３番１号
電 話 022-263-1111（代表）
FAX 022-216-4287


